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要約
　世界における中国経済のプレゼンスが高まりつつある。目下、中国は国際
経済ガバナンスの改革を提起しており、発展途上国や新興諸国を中心に支持
を固めたい意向にある。今後、中国がさらに世界経済においてプレゼンス
を高める上で重要な視点となるのが、「一帯一路」の行方と「第4次産業革
命」への対応である。
　国際経済で中国がプレゼンスを向上できたのは、2018年に発表以来40
年を迎える改革開放政策にあったといえる。その国際化ともいえる「一帯一
路」を、中国は自らが希求する「人類運命共同体」のプラットフォームとし
ている。「一帯一路」には中国の壮大な『夢』が託されているわけである。　
　また、「第4次産業革命」期に入りつつある現在、中国は、「中国製造
2025」を国家戦略とし、2049年の中華人民共和国建国100周年までに
「世界の製造強国」としての地位を築くことを目標に掲げている。提起後
わずか5年足らずで、すでに100余か国の参加・支持を得るまでになった
「一帯一路」や「第4次産業革命」への中国の積極的対応は、今後、国際経
済ガバナンスもさることながら、グローバルガバナンスの行方とその改革に
大きく関わって来るとみられる。
　そんな中、中国と世界第3位の経済規模をもつ日本との関係が大きく改善
されようとしている。2018年5月の李克強総理の訪日と同10月25日から
の安倍晋三首相の訪中が実現し、さらに、2019年には習近平国家主席の
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来日が予想されている。
　中国が提起した「一帯一路」や世界を大きく変えようとしている「第4次
産業革命」の行方は、今後の日中関係のあり方にも大きく関わってこよう。
　本稿は、「一帯一路」と「第4次産業革命」への中国の対応を中心に、日
中関係の現状と今後を展望し、世界における中国のプレゼンスの行方につき
論じている。

1.　世界における中国のプレゼンスにみる視点としての「一帯一路」

　中国はいろいろな「顔」をもっている。その最たるものとして、まず、世
界第2位の経済大国でありながら、世界最大の発展途上国と自称しているこ
とが指摘できる。さらに、中国が改革開放政策で世界に類を見ない社会主義
市場経済を実践しているとするのに対し、世界には中国を共産党独裁による
国家資本主義とする識者が少なくない。どちらの見方が中国経済の現状をと
らえているかはともかく、中国経済が対外開放を拡大・深化し、世界の関心
と期待、そして、世界におけるプレゼンスを高めていることに違いはない。
　中国の今の「顔」をみる視点はほかにもある。保護貿易主義の台頭が懸念
されている現在、中国がグローバリズムの姿勢を執拗に対外発信しているこ
とも、中国の新たな「顔」つくりに貢献しているようである。何より、中国
が「世界一」、「世界最大規模」とする分野が少なくないことも、中国の
「顔」の輪郭を形成し、プレゼンス向上を支えていると言える。

世界経済における中国経済のプレゼンスの一例

・世界第2位の経済大国：GDP、購買力平価計算では世界第1位
・世界第1位の生産大国：メイドインチャイナ
・世界第1位の貿易大国：輸出第1位、輸入第2位
・中国を最大の貿易大国とする国は120余か国
・世界第一位の外貨準備国
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・世界第二位の対外投資国／外資導入国
・世界第二位のCO2排出国
・観光大国（インバウンド／アウトバウンド）
・留学生受入れ／派遣大国　など

　中国を社会主義市場経済国とみるか、国家資本主義国とするか、いずれに
せよ、今年で40周年を迎える改革開放政策の「落し子」であることに変わり
はない。要は、世界経済の発展と民生向上にどれだけ貢献できる経済システ
ムを構築しているかが、世界における中国のプレゼンスをみる視点となるの
ではないだろうか注1。この点、10月の中華人民共和国建国69周年レセプショ
ン注2の開会式挨拶で、李克強総理は、“今年、改革開放は40周年となる。改
革は中国の基本エネルギーを推進し、発展は中国の一切の問題を解決する基
礎とカギである”、“中国は、「一帯一路」国際協力を推進し、世界とウイン
ウイン関係を実現する。中国は世界と共にお互いを開放し、利点を補い合う
ことで協力の新空間を開拓する”、“民生、福利向上は改革発展の根本目的で
ある”と強調している。中国がどこまでその姿勢を貫徹し世界の支持を拡大
し、さらにプレゼンスを向上させられるかは、国際経済や国際関係で中国が
内外の課題にどう対応するかにかかっており、今後の検証が必要であること
は言うまでもない。
　今、中国は新型国際関係の構築、公正かつ客観的なグローバルガバナンス
の改革、そして、人類運命共同体の構築を希求している。そのため、中国は
国際公共財（「一帯一路」、AIIBなど）の構築・提供を公言している。特
に、今年、2013年9月（一帯、カザフスタンで提起）と10月（一路、インド
ネシアで提起）の提起以来5周年となる「一帯一路」には、新型国際関係の
構築、グローバルガバナンス改革、人類運命共同体構築のプラットフォーム
として世界的コンセンサスを得るべく、中国は威信をかけている。同時に、
「第4次産業革命」期に入ったとされる現在、世界最大の生産大国で貿易大
国の中国がこれをどうリードして行こうとしているのか、世界における中国
のプレゼンスの行方をみる重要な視点である。
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　以下では、「一帯一路」と「第4次産業革命」への中国の最近の対応を中
心に、世界における中国のプレゼンス向上と課題について見てみたい。
　 
 「一帯一路」と中国の「第4次産業革命」の共通点は、いずれも、改革開放
あっての「両者」であるという点に尽きる。筆者は、「一帯一路」を改革開
放の国際化、「第4次産業革命」を改革開放の成果を発展・昇華させる機会
とみている。
　習近平国家主席や李克強総理は、内外の国際会議・首脳会談において、
「一帯一路」協力の可能性や深化につき言及しないことはない。また、「第
4次産業革命」への中国の取組みについては、「中国製造2025」（中国の
「第4次産業革命」に対応）、「供給サイド改革」（三去一降一補：デレバ
レッジ、在庫調整、過剰生産能力の削減、費用削減、弱体部分の底上げ）
「高品質成長」（イノベーション重視の成長）との関連でよく言及されてい
る。いずれも、目下中国が不退転の覚悟で取り組んでいる中国経済の成長パ
ターンの転換、産業構造の高度化と深く関わっていると言える。

1.1.　提唱以来5周年を迎えた「一帯一路」の成果
 「一帯一路」の目的は何か。いろいろ指摘されているが、その一つにユー
ラシア・太平洋に跨る広大な経済圏の構築とされるケースが少なくない。
ユーラシア・太平洋地域には、未構築のRCEPや構築途上のTPPなどのメガ
FTAが存在するが、中国はカバーエリアにおいてRCEPやTPPを凌ぐ広大な
経済圏の誕生を期していることは明らかである。どんな経済圏になるかはと
もかく、中国は「一帯一路」を「世界の公共財」としている点に限っていえ
ば、新たなタイプのFTA誕生が期待されよう。実際、習近平国家主席は、
2017年1月、スイスのダボスで開催された世界経済フォーラム（通称、ダボ
ス会議）の基調講演で、“「一帯一路」に輻射するFTAネットワークを構
築する”と公言している。2018年9月現在、中国は25か国・地区と17のFTA
（欧州、アジア、大洋州、南米、アフリカ）を構築済で、そのほぼ半数が
「一帯一路」沿線国となっている。また、中国は、27か国と12の新FTA あ
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るいは締結済FTAのアップグレード版注3につき交渉中である。
　なお、中国の対外貿易、サービス貿易、双方投資の全体に占めるFTA締
結国の比率は、それぞれ、25％、51％、67％と報じられている（人民日報　
20118年10月7日）。この「一帯一路」経済圏が中国の希求する新型国際関係
の構築、グローバルガバナンスの改革、そして、人類運命共同体の構築のた
めのプラットフォームの一翼を形成することになるわけである。

1.2.　最近の「一帯一路」の進捗をみる2つの報告書
　2018年5月、「“一帯一路”貿易合作ビッグデータ報告2018」が、9月には天
津で開催された「夏季ダボスフォーラム」注4において、2016年以来3度目と
なる「“一帯一路”ビッグデータ報告2018」が発表された。両報告には国家情
報センター“一帯一路”ビッグデータセンターが関係しており、「一帯一路」
関連の公式データといえる。前者は、主に2017年の貿易情報を、後者は、経
済協力状況を分析したものである。以下に貿易情報を中心にその要点を抽出
した。「一帯一路」の最近の動向を知る上での参考としたい。

1.2.1. 「両報告」の要点
 「一帯一路」沿線国は60余か国とされてきたが、両報告では71か国（中国
を除く）を「一帯一路」カバー国として調査対象にしている。その内訳は、
アジア太洋州（14か国）、中央アジア（5か国）、西アジア（18か国）、南
アジア（8か国）、東欧（20か国）、アフリカ・ラテンアメリカ（6か国）。

① 「一帯一路」カバー国および省・自治区・直轄市：71か国、31省・自治
区・直轄市

　韓国、パナマ、南アフリカ、ニュージーランド、マダガスカル、モロッ
コ、エチオピアの7か国が初めて統計に入った。「一帯一路」がアフリカ、
中南米、オセアニアへ延伸していることがわかる。日本は含まれていない。
②中国と「一帯一路」カバー国との貿易
　　輸出入総額：前年比13.4％増（1兆4,403.2億ドル）／中国全体の36.2％
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　　輸　　出　：同8.5％増（7,742.6億ドル）／中国全体の34.1％
　　輸　　入　：同19.8％増（6,660.5億ドル）／中国全体の39.0％

総額では中国全体を5.9ポイント上回る。輸入伸び率が初めて輸出のそ
れを上回った。

　　（国・地区別）
　　アジア大洋州地区が第一貿易パートナー：
　　　輸出入総額：8,178億ドル（「一帯一路」全体の56.8％）
　　　主要貿易相手国：中国と「一帯一路」関係国の貿易額の68.9％

上位10傑：韓国、ベトナム、マレーシア、インド、ロシア、タイ、シ
ンガポール、インドネシア、フィリピン、サウジアラビア

③中国地域と「一帯一路」との貿易
　東部地区（主に沿海地区）と「一帯一路」の輸出入総額（1兆1,494億ド
ル）で中国と一帯一　路関係国の79.8％を占める。東北地区との伸び（前年
比22％増）が最速となった。省・自治区・直轄区別では、上位5傑は広東、
江蘇、浙江、山東、上海の順で、全体の67.8％を占めている。
④輸出入商品構造
　中国の対「一帯一路」関係国輸出：機電類（ボイラー・機器・機械器具・
部品等<HS84>、電器および電機・電気設備・同部品・録音機・スピーカー

  図 1  「一帯一路」カバー国（中国プラス 71 か国）（色塗り部分）

　　　　　　　　　  地図：筆者作成
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等<HS85>）が対「一帯一路」輸出のそれぞれ23.2％、15％を、対一帯一輸
入では、電機電気設備と鉱物燃料に集中しており、全体のそれぞれ26.7％、
23.6％を占めている。
⑤貿易主体
　民営企業と「一帯一路」関係国の輸出入総額（6,199.8億ドル）が最大で、
中国と「一帯一路」関係国全体の43.0％、以下、外商投資企業（36.6％）、
国有企業（19.4％）、その他（1％）。伸び率では、それぞれ、10.2％、
12.1％、1.2％。
⑥貿易方式
　一般貿易輸出入が28.7％増（8,407.6億ドル）で、中国と「一帯一路」輸出
入総額の58.4％。

参考：中国の対「一帯一路」関係国への投資実績（2017年）
　　　（商務部発表の2017年度中国対外投資協力データによる）

投資額：前年比3.5％増の143.6億ドル（59か国）
　　　　中国の対外投資全体の12％（61か国）
対外請負工事契約額：前年比14.5％増の1443.2億ドル（61か国）
　　　　中国の対外請負工事契約額全体の54.4％
同上営業額：前年比12.6％増（855.3億ドル）
　　　　中国の対外請負工事営業額全体の50.7%

1.3. 「一帯一路」5年来および2018年の経済実績
　2018年8月27日、習近平国家主席は、「一帯一路」建設事業5周年座談会に
出席、重要講話を行った。その講話では、“「一帯一路」の共同建設は、グ
ローバルガバナンス体系変革の内在的要求に沿っており、協力して困難を
乗り越え、権利と責任、共同負担の人類運命共同体意識を世界に示し、グ
ローバルガバナンス体系変革を完善なものにする新たな思路と方案を提供
した”、さらに、“「一帯一路」は、中国の改革開放と長期にわたる発展の中
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から提起されたもので、中華民族が古来堅持してきた天下大同理念に合って
おり、国際道義の最高台を占めている”と述べた。習近平国家主席の言葉か
ら、「一帯一路」が世界と共同実施する世紀の大事業であるとともに、世界
をリードする理念となっていることが認められる。その是非については、今
後、検証されるであろうが、少なくとも、「一帯一路」が改革開放の中から
提起されたとしている点は注目に値しよう。すなわち、世界100余か国が参
加・支持しているとされる「一帯一路」は、改革開放の国際化ということに
ならないであろうか。今年は、改革開放40周年にあたる。習近平国家主席の
言葉に、世界経済の発展に大きく貢献してきた改革開放が「一帯一路」に脱
皮しつつあることから、グローバルガバナンスも変革の時期にさしかかって
いるとの中国の期待が読みとれるようである。

表１　5 年来の経済交流実績（2018 年 8 月時点）
（5 年内の主要出来事を含む）

（5年来）
・103か国・国際組織と118の「一帯一路」協力協議に署名
・ 海外経貿合作区：82の「一帯一路」沿線国に設置済（累計投資289億ドル、入居

企業3,995社、現地納税額20.1億ドル、雇用：24.4万人）
・100余ヵ国・国際組織が「一帯一路」共同建設協力文件に署名
・「一帯一路」とその理念が国連、G20、APEC、SCO等の成果分件に明記
・ 大型インフラ建設着手：中国-ラオス鉄道、中国-タイ鉄道、ジャカルタ-バンドン

高速鉄道、ハンバントタ港、ピレウス港、中-路東線天然ガスパイプライン、中
国-ミャンマー原油パイプライン等

・2018年8月26日、中国-欧州定期貨物列車運行数が10,000列に到達
　欧州14か国42都市、中国国内42都市を結ぶ

 主要路線分布国：ドイツ、ロシア、カザフスタン、ポーランド、ベラルーシ等
・ 2018年6月時点：中国資本の銀行が「一帯一路」沿線国24か国に102支店を開設

（シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイが多い）。人民元クロス
ボーダー支払システムはロシア、マレーシア、韓国、タイ等40の「一帯一路」
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沿線国の165銀行に設置
・ 中国-「一帯一路」間輸出入額：5.5兆ドル超、非金融類直接投資：800億ドル超
・ AIIB：加盟国設立当初の57か国から87か国へ、批准済プロジェクト投資53億ド

ル超（13か国・28プロジェクト）
シルクロード基金：中国400億ドル出資、2017年5月1000億元増資、契約済プロ
ジェクト19件、認可投資70億ドル、支持プロジェクト波及総額800億ドル、その
他、BRICS新開発銀行、中国-中東欧“16+1”金融持株会社等が正式に設立

・ 「一帯一路」と沿線国の発展戦略の連接：ロシア主導のユーラシア経済連盟、
ASEAの総合発展計画、カザフスタンの光明の路、トルコの中間回廊、モンゴ
ルの発展の路、ベトナムの両廊一圏、英国のイングランド北方経済センター、
ポーランドの琥珀の路、ラオス・カンボジア・ミャンマー・ハンガリーの発展
計画など

　
（各年）
・ 2017年5月：「一帯一路」国際協力サミットフォーラム開催（140余か国・80余

国際組織から1600人参加）
・ 2017年10月24日、党19大で採択された「中国共産党規約（修正案）」に関する

決議に一帯一路建設等が明記
・ 対「一帯一路」投資（2018年1月-7月）：前年同期比11.8％増の85.5億ドル、同対

外工事請負額（契約ベース）は同571.1億ドル、中国全体の45.6％
・2018年11月5日、上海で第1回国際輸入博覧会が開幕

（参考）
・2020年までの双方観光客数は延べ8,500人、観光消費1,100億ドル
・ 2017年、中国と「一帯一路」沿線国との双方観光客は延べ6000万人、「一帯一

路」は世界のホットな新観光地
・2018年4月時点、61「一帯一路」沿線国1,023都市と友好都市関係を構築
・ 2017年、中国は“シルクロード”中国政府奨学金を設立、毎年1万人に支給（留

学・研修）24沿線国・地区と大学教育学歴学位相互認証協議に署名、「一帯一
路」沿線国は欧米先進国以外では新留学拠点

出所：各種資料から筆者作成
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　習近平国家主席や李克強総理の外遊時（首脳会談・国際会議など）、ある
いは、海外要人の訪中時の首脳会談で、主要テーマとなるのが、「一帯一
路」の共同建設についてである。表１は、その成果の産物ともいえよう注5。

2.　世界における中国のプレゼンスをみる視点としての「第4次産業革命」

 「第4次産業革命」（中国語：第4次工業革命）とは、一般的には、人工知
能（AI）、モノのインターネット（IOT） 、クラウドコンピューター、
ビッグデータ、ロボット技術、量子情報技術、バーチャルリアリティ技術、
バイオ技術、３Dプリンターなど新興技術が主役の新技術革命（産業変革、
社会構造変革など）を指すとされ、これまで3度の産業革命を経ている。第
１次産業革命（18世紀後半から19世紀前半／イギリス中心／動力は蒸気機関
／特徴は機械化）は18世紀後半から19世紀にかけて起こったが、第2次（19
世紀後半／米国・ドイツ／電力／大量生産）および第3次産業革命（20世紀
後半／米国など先進国／コンピュータ／自動化）を含め、中国は、こうした
産業革命の波に乗り遅れたか、後塵を拝していた。
　その過程をざっと概観すると、1840年のアヘン戦争で、王朝時代の中華主
義から国際化への長い道のりを経て、1978年に始まる改革開放の過程で第
3次産業革命の波にさらされ、その延長とも言える「第4次産業革命」（現
在～／中国ほか／AI、IOTなど／自律化）で、ドイツの「インダストリー
4.0」や米国の「インダストリアル・インターネット」と並び称せられてい
る「中国製造2025」を中心とする中国製造業のイノベーションを推し進め、
その高品質化、ハイテク化を展開し、今や、世界をリードする「メイドイン
チャイナ」を世界発信しつつある、ということになろう（表1）。
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表 2　近世以来の中国経済・産業の歩み

　　　　

　　　　　　　　

      
　出所：筆者作成

2.1.　中国の「第4次産業革命」のカギを握る「中国製造2025」
 「中国製造2025」では、2049年の中華人民共和国建国100周年までに「世界
の製造強国」としての地位を築くことを目標に掲げている。その目標とは、
「5つの基本方針」（「イノベーション駆動」、「品質優先」、「グリーン
（環境保全型）発展」、「構造の最適化」、「人材本位」）と「4つの基本原
則」に則って2049年までにやるべきことを3段階（以下）で明記している。

　第1段階：2025年までに「世界の製造強国」入り
　第2段階：2035年までに製造業水準を世界の製造先進国の中位に位置
　第3段階：2045年までに「製造強国のトップ」に躍進
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 「中国製造2025」で強調されているのは、「製造業のイノベーション（中
文：創新）能力の向上」である。具体的には、①企業主体で官民学一体の
「製造業イノベーション体制」構築の推進、②産業ごとのイノベーション
チェーンの整備資源（財政・金融・人材等）の適材適所の配置、③技術研究
の強化、研究成果の産業化促進など。実際、2025年までに40か所の「製造業
イノベーションセンター」を設立、3Dプリンティングやバイオ医薬などの
分野の基盤となる技術開発／人材育成に注力するという。
　注目点は、中米貿易摩擦との関連についてである。中米貿易摩擦の原因は
貿易不均衡よりも次世代産業技術をめぐる覇権争いという背景があるとする
報道や識者の見解が少なくない。例えば、2018年4月、米商務省は、対イラ
ン制裁法令に違反した社員を処分する約束を履行していないという理由で中
国の大手通信機器メーカーZTEへの部品（ICチップやソフトのすべて）輸
出を禁ずる行政措置を取った。米中貿易紛争がエスカレートしている時期と
重なり、米国の禁止措置は対中ハイテク産業を狙ったものであるとの見方が
中国では一気に広がった。中国のソーシャルメディアでは、米国が「中国製
造2025」を廃止するよう圧力をかけているという情報が飛び交っている。
 「中国製造2025」は、世界経済における中国のプレゼンスを高めグローバ
ルガバナンスの形成で発言権を強めるカギを握っているといっても過言では
ない。その重要性において、「一帯一路」と同一線上にあるといえる。

2.2. 「第4次産業革命」をメインテーマとした「天津夏季ダボス会議」
　「第4次産業革命」における世界と中国の関係をみる視点として、2018年9
月、中国天津で開催された「天津夏季ダボス会議」が注目される。そのメイ
ンテーマは、『「第4次産業革命」におけるイノベーション型社会を築く』
で、主に、AI、IOTなど新興技術が主役の「第4次産業革命」が、経済、社
会、国家関係などにどう影響するのかについて議論が交わされた。この『天
津夏ダボス会議』には、世界42か国・地区から国家元首、政府首脳・要人
200余名と政界、ビジネス界、学界、メディア界の代表1,500余名が参加する
など「天津夏季ダボス会議」史上最大規模となった。　　
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 「第4次産業革命」とは何か。一概には言えないが、例えば、AIの発達に
より、人の寿命を長くしたり、貧困を減少させたり、完全自動化運転を実現
したりと、生産や生活が一変するような時代の到来をもたらす科学技術・産
業革命と集約できよう。科学技術の発展により、AIの研究開発が加速し、
人々の暮らしが豊かなものになると考えられる一方、2045年にはAIが人間
の脳を超えるシンギュラリティ（技術的特異点）注6 に到達するとする見方
もある。この点、世界経済フォーラム（ダボス会議） のクラウス・シュワ
ブ会長は、9月18日、天津の南開大学周恩来フォーラムの基調講演で、“「第
4次産業革命」は、人類に情報、バイオ、ナノテク、認知技術など未曾有の
技術的刷新をもたらす一方、世界各国のガバナンスに巨大な挑戦を招来しつ
つある。人類は、新たな国家、地域そしてグローバルガバナンス体制を構築
し、その挑戦に対処しなければならない”と指摘している。恐らく、今次ほ
ど産業革命がグローバルガバナンスや人類の未来との視点で論じられたこと
はなかったのではないだろうか。「第4次産業革命」をテーマとした『天津
夏季ダボス会議』がこれまで最大規模となったことは、「第4次産業革命」
とこれをリードするとみられる中国に対する期待の現れともとれるのではな
いだろうか。

2.2.1. 「第4次産業革命」で世界をリードできるか
　今年の『天津夏季ダボス会議』では、多くの分科会で200以上の議題が設
定され広範な議論が行われた。例えば、「人工知能の世界的対話」、「中国
の人工知能の未来のかたち」、「新モバイル時代」、「グローバルイノベー
ションの展望」、「“「一帯一路」”イノベーションの道」、「中国の対外開
放40年」、「中国の金融開放」、「消費傾向と中国経済」など。
　筆者は、『天津夏季ダボス会議』のメインテーマである「第4次産業革
命」やイノベーション型社会の構築で、今後中国が世界の最前列に躍進する
とみている。この点、中国の研究開発（R&D）費が今や米国に次ぐ世界第
2位となっていること、世界のAIに対する投資の過半が中国で行われている
こと注7、華為（ファーウエイ）、百度（バイドゥ）、阿里（アリババ）、騰
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詢（テンセント）、京東などインターネット関連ハイテク企業の世界的躍進
やハイテク産業予備軍としてのユニコーン企業の発展注8、そして、政府によ
る「大衆創業、万衆創新」などのハイテク産業育成策の開花などが期待され
ていることなどが指摘できる。すでに、未来都市とも創業都市とも称される
深圳の現状やスマホ決済による無現金化社会への挑戦などに、「第4次産業
革命」、イノベーション社会の構築で世界をリードする中国の今が認められ
よう。
 『天津夏季ダボス会議』の開幕式の祝辞の冒頭、李克強総理は、“～紆余曲
折を経て、世界経済は回復基調にある。新たな産業革命が生成されつつあ
り、グローバルイノベーション熱が高じていることがその重要な一因となっ
ている。しかしながら、国際環境には、反グローバリズムの台頭など不安定
かつ不確実要因も多く、いかに壮大な新エネルギーの発散を継続し、世界経
済の持続かつ安定発展を促進してゆくかが普遍的問題となっている。今年の
フォーラムのテーマである『「第4次産業革命」におけるイノベーション型
社会を築く』は正に的を得ている”と強調した。
　今年は、反グローバリズムの台頭などもあり、グローバルガバナンスのあ
り方が多くの国際会議や国際フォーラムでクローズアップされている。『天
津夏季ダボス会議』では、今後世界が「第4次産業革命」にどう対応し人類
の福音としてゆくのかが問題提起されたと総括できる。公正で客観的なグ
ローバルガバナンス改革を希求し、「第4次産業革命」で躍動する中国の対
応に今後世界はさらに大きな関心を寄せることになるのではないだろうか。

3.　大きく改善した2018年の日中関係

　2018年は、世界における中国のプレゼンスの行方に世界の関心が高まる
中、平和友好条約締結40周年の日中関係の改善ムードも高まった感があ
る。それを象徴するのが、5月の李克強総理の来日であり、ほぼ時を同じく
して、8年ぶりの日中ハイレベル経済対話（第4回、4月開催）の再開、そし
て、安倍晋三首相の訪中、来年予想される習近平国家主席の来日が実現すれ
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ば、日中関係はさらに強固なものになると期待されよう。　　　
　今年は、日本が深くかかわってきた改革開放40周年、江沢民国家主席来日
20周年、胡錦濤国家主席来日10周年、そして、安倍晋三首相の訪中も予定さ
れており、日中両国にとって節目の年である。その改革開放以降の日中関係
は、熱烈歓迎、冷静実務、政冷経熱の時代を経て、2008年、戦略的互恵関係
を構築してきている。日中関係は新たな段階に入ったとする中国の要人発
言、報道が少なくない。果して、日中戦略互恵関係はどう発展・強化・深化
されるのであろうか。2018年9月、ロシアのウラジオストックで、ロシアが
主催する第4回東方経済フォーラム注9が開催されたが、このフォーラムに初
めて習近平国家主席が出席し、安倍晋三首相との首脳会談が実現した。その
折、習近平国家主席は、“「一帯一路」は中日が互恵協力を深める新たなプ
ラットフォームであり、「一帯一路」で共に実務協力の新たな目玉をつくり
たい。中日は断固として多国間主義を守り、自由貿易体制とWTOルールを
維持し、開放型世界経済の構築を後押しする必要がある。双方は民間の友好
伝統を発揚し、これに新たな時代的内容を与え、両国関係を支える社会と民
意の土台を突き固める必要がある”と強調している。

3.1.　2018年は日中関係にとって節目の年
　ところで、日中関係改善ムードの高まりには、中米貿易摩擦と「一帯一
路」という伏兵があったといえる。日中関係が新たな段階を迎えつつあるの
と同じく、グローバル・国際経済ガバナンスも新たな段階に入りつつあると
いえる。すなわち、日本、中国ともアメリカファーストに代表される保護貿
易の台頭は、多国間貿易主義を掲げている両国にとって、まさしく、“ゆゆ
しき事態”である。中国にとって保護貿易主義の台頭にくぎを刺す上で、日
本と共同歩調をとる姿勢を対外発信する意義は決して少なくないはずであ
る。対米関係において両国の立場は大きく異なっているが、反グローバリズ
ムの枠内で日本と共同歩調をとる場面を演出することは、中国の国益に沿っ
ているといえよう。
 「一帯一路」は、すでに、100余か国が参加・支持しているとされており、
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発表5年足らずで世界的認知を得るなど、世紀の大プロジェクトとなった。
東方経済フォーラで習近平国家主席は安倍晋三首相との会談で、「「一帯一
路」は日中両国が相互利益の協力を深めるための新たなプラットフォームと
テストケースを提供した」と指摘したが、ここでも、日中関係改善を演出し
「一帯一路」を第3国市場での日中協力の拠点としたいとの中国の姿勢が読
みとれる。
 「一帯一路」沿線国の経済規模は世界全体のほぼ3分の１、人口は3分の2と
なる。「一帯一路」への日本の積極的参加があれば、このアンバランスは縮
まる。前述したように、中国は「一帯一路」を公正で客観的なグローバルガ
バナンス改革へのプラットフォーム（国際供給財、朋友圏）と公言してい
る。日本がこのプラットフォームに乗るのを中国は期待していることは間違
いない。
　2018年は日中関係改善ムードが政府間にとどまらず、企業間・文化・人的
交流など分野で一段と高揚した年であったと記憶に残るのではないだろう
か。以下に、その一端を若干のコメントとともに時系列的に列挙しておく。

2018年の日中関係の主要出来事（一端）
1月：
・ 熊本県、中国企業（「ofo」）と連携し同県のPRキャラクター「くまモ

ン」のイラストをあしらった自転車5万台を現地のシェアサービスで使用
すると発表。

・ 日本政府が基幹道路整備など、日本が実施している複数のアフリカ開発
事業で、中国に参入を呼びかける方針（第3国市場協力）と報道（読売新
聞）。

・日本の癒し系ゲームアプリ「旅かえる」、中国でも大人気！（人民網）。
・ 三菱東京UFJ銀行、日本初の中国インターバンク市場で「パンダ債」発

行。
・李克強総理、河野太郎外相と中南海紫光閣で会談。
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2月：
・ 中国のスマフォメーカー（「OPPO」）、原宿で発表会を開催、日本市場

参入を発表。
・ 在日本中国大使館と日中友好7団体が共同開催した日中平和友好条約締結

40周年を祝う記念行事が東京で開催、両国各界から800人余りが出席。
・ タクシー配車サービスの中国最大手・滴滴出行、ソフトバンクグループと

合弁会社を設立し日本のタクシー市場に参入する計画を発表。
・ 陳凱歌（チェン・カイコー）監督の最新作「空海−KU-KAI−美しき王妃

の謎」が日本公開。
3月：
・ 生活サービス関連企業の京東到家、在中ファミマ212店と提携で合意と発

表。
・ 中国両会開幕：王毅外交部長が記者会見で、“最近、日本側がより明確で

前向きな対中政策を取り、日中関係に得難い改善の勢いが生じており、こ
れを歓迎する”と回答。

・「中国寧夏・日本（東京）農業・食品協力商談会」が東京で開催。
4月：
・ 日中平和友好条約締結40周年記念の第44回日本国際貿易促進協会訪中団が

訪中。
・東京で第4回日中ハイレベル経済対話が再開。

王毅外交部長は「“一帯一路”の推進を加速する。中日の経済・貿易協力は
新たな歴史的チャンスを迎えている」と発言、河野太郎外相は「保護主義
の台頭を前にWTOを柱とする自由貿易体制を維持しWTOのルールに従い
貿易問題を処理するべきだ」と表明。

・中国商務部鐘山部長（就任後初来日）、世耕弘成経済産業大臣と会談。
「昨年、両国間貿易（3000億ドル規模）と日本の対中投資も急速に回復。
中国は新タイプの対日投資（越境EC、モバイル決済、シェアリングエコ
ノミーなど）が増加、訪日中国人観光客は前年比15％増の延べ730万人超
となった」と紹介。

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


国際貿易と投資　No.114　◆ 105

世界における中国のプレゼンス向上と最近の日中関係

・安倍晋三首相が王毅外交部長と会談。
安倍首相：「日本側は対中関係を非常に重視している。日中平和友好条
約締結40周年を契機に両国関係の全面的改善を推し進め、上層部交流を
実現し、戦略的互恵関係の枠組でより広範な協力を実施したい」と表
明。

・東京で日中韓三国協力国際フォーラム開催。
・仙台で第9回中日高級事務レベル海洋協議開催。
・日中文化交流政府間協議が9年ぶりに再開。
5月
・日中首脳会談開催。以下の経済関係強化などで一致。

自由経済貿易体制の維持・推進のための国際ルールに基づく自由・開放・
公正な経済秩序の構築、第三国協力・地球規模課題への対応、RCEPや日
中韓FTAの交渉での連携強化、新技術、少子高齢化での新たな協力分野
の開拓など。
このほか、観光、文化、防災等、あらゆる分野の国民交流をこれまで以上
に促進していくことで一致（観光促進、文化交流の促進〈日中映画共同製
作協定への署名など〉）、親善の象徴として、中国から日本に対して新た
なトキ2羽の供与を行う旨の表明。

・東京で第7回日中韓サミットが2年半ぶりに開催。
日中韓FTA交渉の加速での一層の努力、現代的で包括的、質の高い互恵
的なRCEP交渉の迅速な妥結に向けさらに努力するとの再確認。　　など

6月：
・ 北京で中国日本商会が取りまとめた「中国経済と日本企業2018年白書」が

発刊。
日本の対中投資が4年ぶりに回復したこと、日本企業は「一帯一路」の関
連政策と発展の動向に高い関心を抱いているとしている、など。

・ 日欧間の新輸送ルートとして国際定期貨物列車「中欧班列」を利用した
「日中欧Sea&Rail一貫輸送サービス」の本格開始に向け横浜港で初出荷
の開通式が挙行。
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7月：
・ 配車大手滴滴出行、日本のソフトバンクと合弁会社を設立し日本で現地の

人々や観光客向けにタクシー配車サービスを提供すると発表。
・ 中国のアリババグループ（オンラインモバイルコマース企業大手）とJR

九州が戦略的提携を発表。
8月：
・ 王毅国務委員兼外交部長、シンガポールで日本の河野太郎外相と二国間会

談。
・日中合作長編アニメ映画「詩季織々」が封切り。
・中国で「万引き家族」が封切り。　
・韓正副総理、日本の麻生太郎副総理と会談。
・王毅外交部長が日本自民党の二階俊博幹事長と会談。
9月
・ 日中経済協会、日本経済団体連合会、日本商工会議所の連合訪中団が訪

中、中国政府関係者と貿易政策や経済協力などをめぐり意見交換。
・習近平国家主席、安倍晋三首相とウラジオストクで会談。
・ 満州事変と皇姑屯事件（こうことん、柳条湖事件に同じ）の関連公文書が

初公開。
・蘇州で第5回中日ハイレベル政治対話が開催。
・中日第三国市場協力作業メカニズム会議、北京で初開催。

5月の李克強総理の訪日で調印された「中日の第三国市場協力に関する覚
書」を実行に移す第一歩で、中日第三国市場協力の正式な発足を意味する。

・ 国慶節連休、延べ700万人の中国人が海外旅行へ、人気目的地トップは日
本。今年の国慶節連休中の中国人海外観光客は過去最高の延べ700万人、人
気のトップ3は日本、タイ、中国香港地区の順（香港メディアの報道）。

10月：　
・ 李克強総理、第4回中日企業家及び元政府高官対話（日中CEO等サミッ

ト）出席のため訪中した日本の福田康夫元首相及び日本経済界代表と北京
で会談。
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・ 言論NPOと中国外文出版発行事業局が実施した「中日共同世論調査」
で、中国人の日本に対する印象で「良い/どちらかといえば良い」との回
答（前年比10.7ポイント増）が2005年の調査開始が始まって以来初めて4
割超となった。

・安倍首相、10月25日から27日にかけて中国を公式訪問。

注

１  世界経済の占める中国の経済の比率は15％強、世界経済の成長率に対する貢献率は30％超
で世界一。

２ 習近平国家主席、王岐山同副主席以下政治局常務委員がすべて参加。
３  RCEP、日中韓、中国−ノルウェー、中国−スリランカ、中国イスラエル、中国−韓国

FTAおよび中国−パキスタンFTA第2段階、中国−シンガポールFTAおよび中国−シン
ガポールFTAアップグレード版など（人民日報　2018年10月7日）。

４  世界経済フォーラムが2007年に設立した夏季ダボス会議は、毎年、大連と天津で交互に開
催。

５  最近、一帯一路沿線国のスリランカのハンバントタ港（中国の援助で建設）の99年の対中
貸与問題などで、中国が強硬姿勢をとっているとの国際的批判があるが、これに対し、中
国は相手国と合意の上で建設されたものであり、非難を受ける立場にないとの姿勢を貫い
ている。中国は、一帯一路の推進を「ウインウイン」で行うことを強調しており、こうし
た問題視されているプロジェクトの行方がどうなるか、一帯一路の今後の展開をみる視点
であることに違いない。

６  シンギュラリティとは、AIの権威であるレイ・カーツワイル博士により提唱された未来
予測の概念。

７ 中国経済網　2018年9月19日。
８  ユニコーン企業数で、中国は米国に次いで第2位、世界全体の26.2％を占める（CB      

Insight）。
９  ロシア極東部への外国からの投資を促すのが主目的の国際会議。2015年から毎年9月にウ

ラジオストックで開催。
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